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エネルギーセキュリティー
・日本のエネルギー自給率はわずか9.5％
（2017年度）
・化石燃料は限りのある資源

環境対策

・温室効果ガス（GHG）の削減

第五次エネルギー基本計画
出典：資源エネルギー庁の資料を元に作成

新エネルギー導入の意義

バイオマス発電 バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造

・再生可能エネルギーは主力電源化していくものと位置づけ

・バイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能となりうる、
地域活性化にも資するエネルギー源

・木質バイオマス発電及び熱利用については、地域分散型、
地産地消型のエネルギー源としての役割
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電源構成におけるバイオマスの期待値

2030年度の電源構成

出典：資源エネルギー庁

✔「第5次エネルギー基本計画」において、「再エネ」が初めて
「主力電源化」していくものと位置づけられた

✔2030年度の電源構成のうち、「再エネ」は22～24%の見通し、
「バイオマス」は3.7~4.6％を担う
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用
途

液体燃料
(バイオエタノール､BDF、

ジェット燃料 等)

気体燃料
（バイオマス由来メタン等）

発 電

熱

輸送燃料

木質系 農業残さ系

家畜排せつ物

下水汚泥 食品廃棄物 CH4CH4CH4

微細藻類原料

変
換

濃縮･
分離

抽出･
精製

固体燃料製造
（木質ペレット等）

■バイオマスとは、「再生可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの」。
■原料として使用するバイオマス資源、エネルギーの利用形態（電力、熱、輸送燃料など）、
そしてそれらを結びつけるエネルギー変換技術で構成される。
また、変換を経ず、直接燃焼による発電、熱利用も行われている。

■バイオマスの利用方法は、製材等に用いるマテリアル利用とエネルギー利用に大別。
まずマテリアルとして利用し、最終的にはエネルギー利用するというカスケード利用を
行うことで資源の有効活用が可能。また、用途に応じて輸送燃料等の液体燃料への変換も可能。

■エネルギー利用として燃焼させるとCO2が発生するが、これは成長過程で大気中から吸収した
CO2であり（カーボンニュートラル）、再生可能エネルギーのひとつとして位置づけられている。

バイオマスとは

原料調達 変換技術 利用形態× ×
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ＮＥＤＯにおけるバイオマスエネルギーに関する取組の全体像

バイオエタノール 生産システム開発 実証

FY2020

「バイオマスエネルギーの地
域自立システム化実証事業」

（FY2014-FY2020）

「戦略的次世代バイオマスエネ
ルギー利用技術開発」
（FY2010-Y2016）

「セルロース系
エタノール
革新的生産
システム開発」
（FY2009-013）

基盤的技術開発

次世代バイオ燃料技術開発

「セルロース系エタノール
生産システム
総合開発実証」

（FY2014-2019）

FY2030FY2015

「バイオマス等未活用
エネルギー実証試験事業」

（FY2002-FY2009）

「バイオマスエネルギー
地域システム化実験事業」

（FY2005-FY2009）

「地域バイオマス熱利用
フィールドテスト事業」

（FY2006-FY2010）

FY2010

FY2005

「バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発／バイオ
マスエネルギー転換要素技術開発」（FY2004-
FY2011）

「バイオジェット燃料
生産技術開発」
（FY2017-FY2020）

輸
送
燃
料
代
替

シ
ス
テ
ム
開
発
・
実
証

商業化

商業化

「バイオマスエネルギー等
高効率転換技術開発」（FY2004-2012）

「バイオ燃料製造の
有用要素技術開発」
（FY2013-2016）

FY2019
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出典：エネルギー白書2019

・自動車の燃費向上
・GHG削減率の高い
燃料の開発

・家庭の省エネ化
・エネルギーマネジ
メントの徹底

・建築物の省エネ化
・エネルギーマネジ
メントの徹底

・工場のエネルギーマ
ネジメントの徹底

省エネへの取り組み

■日本の一次エネルギー利用の約23%を運輸部門が占め、その大部分が液体燃料
消費による

■ＥＶ、ＦＣＶシフトが加速しても、既存内燃機関（途上国や中古市場）、
エネルギー密度が求められる蓄電池代替不可の輸送機能（大型車、船舶、航空機等）
は引き続き、液体燃料が必要

食糧と競合しない（セルロース系バイオマス）を用いたバイオマス由来の
代替燃料による、運輸部門のGHG排出量削減が求められている。

輸送燃料代替の必要性

運輸部門は
総エネルギー消費量のうち約23％
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輸送燃料代替

（１）セルロース系エタノール生産システム
総合開発実証事業

（FY2014～Y2019）

（２）バイオジェット燃料生産技術開発事業
（FY2017～FY2020）

バイオ
エタノール
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国内における政策的位置付け（バイオエタノール）

（１）バイオ燃料技術革新計画（2008年3月）
「食糧と競合しないセルロース系エタノール製造技術開発が今後の課題」
⇒「技術革新ケース」として、ガソリンとの価格競争力や米国等の開発計
画を勘案し、安定的に生産が可能なバイオマスを利用し抜本的な技術革
新を目指す。
※第一世代：糖やデンプンを原料にしていることから食料との競合が懸念される。
第二世代：エネルギー作物など食糧と競合しないセルロース系エタノール

農業残渣系等の非可食部のセルロース系エタノールをここでは含む。

（２）「エネルギー基本計画」（2018年7月）
輸入が中心となっているバイオ燃料については、国際的な動向や
次世代バイオ燃料の技術開発の動向を踏まえつつ、導入を継続する。

バイオ
エタノール
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（３） 「エネルギー供給構造高度化法」
✔2018年4月の二次告知において、バイオエタノール導入目標
（50万ｋL/年）の維持、温室効果ガス（GHG）削減基準を50％から

55％に引き上げる等改訂がなされた。

出典：資源エネルギー庁

✔次世代バイオエタノールの導入促進策については制度設計の考え方の
整理を行った上で2020年度当初に必要な措置を講じることとされた。

国内における政策的位置付け（バイオエタノール）

次世代

バイオ

バイオ
エタノール
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国内における政策的位置付け

（３） 「エネルギー供給構造高度化法」 バイオ
エタノール

✔導入目標量の設定

出典：資源エネルギー庁

✔原料・GHG削減率
の設定

次世代バイオ
エタノールについて

2023年度の改訂に向け、次世代バイオエタノールについての議論が
開始されたところ
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(NEDO事業）セルロース系エタノール生産システム
総合開発実証事業（FY2014～FY2019）

（１）要素技術の最適組合せ検討（2014～2019年度） 〔委託〕・バイオ燃料の導入は政府が主導して取り組むべき課

題の１つとして位置付けられており、2018年7月に

改定された「エネルギー基本計画」では引き続き

導入を継続することと している。

・本事業では、食糧との競合の可能性が低いセルロー

ス系エタノールの大規模生産を実現するために、

これまでの技術開発成果を踏まえた一貫生産

プロセスを開発する。

・具体的には、2020年頃の商用化を目指し、大規模

プラント（年産数万～２０万ｋL規模）の実用化に

資する技術開発を行う。

研究開発の内容

（ｉ）国内外の優良技術の調査・検討
国内外の優良技術の最新技術動向を調査し、各工程要素技術における技術評価と
コスト試算を実施する。

（ｉｉ）最適組合せの検証
2013年度まで実施した「セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業」
等で得られた成果を中心に各工程要素技術の最適組合せを行い、選定した組合せ
についてパイロットスケールでの検証を実施する。

（ｉｉｉ）一貫生産プロセス開発・事業性評価（FS）の実施
(ｉ）、（ｉｉ）より得られた知見から商用化を想定した事業性評価を実施し、
プレ商用実証プラント（年産1万ｋL規模）を用いた検証の要否を判断する。
2017年度までに実施した事業性評価の結果、プレ商用実証プラントによる実証を
経ずとも商用化の可能性が提示され
たことから、パイロットプラントでの検証を継続し更なるコスト低減を目途とし
たデータ取得及び事業性評価の精度向上を図る。

成果適用のイメージ

前処理

糖化

発酵

蒸留・脱
水

（i）国内外の優良技術の
調査・検討既存プロジェクトで得られた要素技術など

組
合
せ
検
証

（1）要素技術の最適組合せ検討

（ii）最適組合せ検証

✔運転データの取得 ✔最終評価

（iii）一貫生産プロセス開発・事業性評価

本事業範囲 商用化

年産数万～２０万ｋＬ規模

セルロース系
原料収集

生産

供給

研究開発の目的
バイオ

エタノール
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輸送燃料代替

（１）セルロース系エタノール生産システム
総合開発実証事業

（FY2014～Y2019）

（２）バイオジェット燃料生産技術開発事業
（FY2017～FY2020）

バイオ
ジェット
燃料
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航空業界における動向

出典：ICAO資料を基に作成

2021 2024 2027 2030

義務化自主規制

自主規制から参加
免除

自主規制に参加せず、
義務化から参加見込み

✔ICAO（International Civil Aviation Organization）

バイオジェット燃料導入及びクレジット購入
によるCO2排出削減を
・2021年から自主規制、
・2027年から義務化

CO2削減の手段と
してバイオジェット
燃料の導入が期待
されている。

国際空港からのCO2排出量予測と排出削減目標のイメージ

バイオ
ジェット
燃料

CORSIA

✔IATA（International Aviation Transport Association）

2050年にCO2を2005年比で50%削減（目標）
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国内における政策的位置付け（バイオジェット燃料）

（２）「エネルギー供給構造高度化法」
2023年度の改訂に向け、バイオジェット燃料についての
議論が開始されたところ

出典：資源エネルギー庁

（１）「エネルギー基本計画」（2018年7月）
輸入が中心となっているバイオ燃料については、国際的な動向や
次世代バイオ燃料の技術開発の動向を踏まえつつ、導入を継続する。

バイオ
ジェット
燃料

✔導入目標量の内数
として計上可能

✔原料の設定
✔倍数カウントの対象

バイオジェット燃料について
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国内における政策的位置付け（カーボンリサイクル）
バイオ
ジェット
燃料

微細藻類はカーボンリサイクル技術の一つとして位置づけられている

出典：資源エネルギー庁
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今後も拡大する航空需要予測を背景に、二酸化炭素排出削減による地球

温暖化抑止対策が航空業界の喫緊の課題となっており、2016年10月、国際
民間航空機関（ICAO）は、長期的な二酸化炭素排出抑制目標（2020年以
降の排出増加ゼロ）を策定。その達成のためにバイオジェット燃料の普及
促進は不可避としている。
バイオジェット燃料の市場形成および導入拡大に対する期待が世界的に

高まる中、バイオジェット燃料市場形成へ向けて、ライフサイクルアセス
メント（製造に係る化石エネルギー収支）や二酸化炭素排出量収支等の評
価基準をクリアし、かつ低コストな製造技術の開発が必須となっている。
ＮＥＤＯでは「戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業」に
おいて液体バイオ燃料製造の要となる基盤技術開発において優れた成果を
得た。
本事業では、これら基盤技術を組合せ、より高効率な工業化のための課

題抽出およびその対策を盛り込んだ一貫製造プロセスのパイロットスケー
ル試験を行い、安定的な長期連続運転および製造コストの低減などの実現
可能性を検証することにより、２０３０年頃のバイオジェット燃料製造の
商用化に資する成果の獲得を目指す。

（NEDO事業）バイオジェット燃料生産技術開発事業
（FY2017～FY2020）
研究開発の目的・概要

（１）一貫製造プロセスに関するパイロットスケール試験
これまで培われた要素技術を組み合わせつつ、化石エネルギー収支や二酸
化炭素排出削減に係る環境性の確保に加え、経済性を具備した一貫製造
プロセスの工業化システムを実現させるべく、パイロットフェーズでの
検証試験を行う。

（２）技術動向調査
日本におけるバイオジェット燃料の持続可能性評価基準（ライフサイクル
アセスメント、二酸化炭素排出量収支等）の策定に向け、国内外の最新
技術開発状況や業界動向、燃料規格や法規制に係るICAO等関係機関の
最新情報を収集すると共に、将来の市場形成・サプライチェーン構築に
おける課題や、バイオジェット燃料製造に係るコスト情報等の調査を
行なう。

研究開発の内容

成果適用のイメージ

バイオジェット燃料

木くず等
(セルロース系バイオマス)微細藻類

大規模培養

バイオマス
由来油

油分抽出
精製・改質

バイオマス
由来ガス
（H2・CO)

ガス化
精 製

液化（FT合成）

改質

バイオ
ジェット
燃料
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システム開発・実証

（３）バイオマスエネルギーの地域自立シス
テム化実証事業（FY2014～FY2020)

地域自立
システム化

17
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政府計画における位置づけ（システム開発・実証）

エネルギー利用に関しても、固定価格買取制度を活用した売電の取組に偏り、地域内で循環利用する取組
や熱利用などが十分に進んでいるとは言いがたい。
このようなことが生じている背景には、取組における経済性の確保が課題となっていることに加え、売電
の取組以外に地域が主体となる持続的な事業のモデルが確立していないことが問題であると考えられる。

「新たなバイオマス活用推進基本計画」（2016年9月 閣議決定）

未利用材による木質バイオマスをはじめとしたバイオマス発電は、安定的に発電を行うことが可能
となりうる、地域活性化にも資するエネルギー源である。特に木質バイオマス発電及び熱利用につい
ては、我が国の貴重な森林を整備し、林業を活性化する役割を担うことに加え、地域分散型、地産地
消型のエネルギー源としての役割を果たすものである。一方、木質や廃棄物などの材料や形態がさま
ざまであり、コスト等の課題を抱えることから、既存の利用形態との競合の調整、原材料の安定供給
の確保等を踏まえ、分散型エネルギーシステムの中の位置づけも勘案しつつ、森林・林業背作などの
各種支援策を総動員して導入の拡大を図っていくことが期待される。

第5次エネルギー基本計画（2018年７月 閣議決定）

地域自立
システム化
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FIT制度の現状

出典：資源エネルギー庁

設備導入量（運転を開始したもの）

固定価格買取制度導入後

買
取
費
用
の
増
加

認定量の増加

地域自立
システム化

●買取費用総額3.6兆円（2019）
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バイオマス発電の現状

木質バイオマス発電のコスト構造

（資料）平成25年度木質バイオマス利用支援体制構築事業「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」

●バイオマス発電は、原価構成の７割
近くを燃料費が占める高コスト構造

●FITによる売電収入で補う事業構造

FIT無しで経済的に自立する事業が必要

・燃料の安定調達と持続可能性

・地産地消のマテリアル・エネルギー利用

・電気と熱を併せたエネルギー利用

・地域の農林業・畜産業と合わせた
多面的な推進

出典：資源エネルギー庁

地域自立
システム化
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主力電源たる再生可能エネルギー将来像（イメージ）

出典：資源エネルギー庁

地域自立
システム化

20
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（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
（FY2014～FY2020) ＜事業概要＞

地域自立
システム化

バイオマスエネルギーは、再生可能エネルギーの中でも安定的に発電可能で、地域活性化
にも寄与する電源として、普及拡大が期待されています。バイオマスエネルギーの利用拡大
を推進するためには、熱利用などを効率よく運用するとともに、地域の特性を活かした最適な
システム化が必要です。
NEDOは、地域の特性を活かした最適なバイオマスエネルギー利用システムを構築
するために、2014年度から「バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業」
を実施しています。
本事業では、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）や補助金などに
頼らないことを念頭においた、地域自立システムとしての事業性評価（FS）、実証
事業、および 技術開発事業を実施し、その成果を導入要件や技術指針に反映さ
せるとともに、これら成果を毎年度公開しています。

事業期間：2014年度～2020年度（7年間）
2019年度予算：12.5億円
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（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
（FY2014～FY2020) ＜研究開発の内容＞

地域自立
システム化

（１）バイオマスエネルギー導入に係る技術指針･導入要件の策定
• バイオマス種（木質系、湿潤系、都市型系、混合系等）ごとに設備機器の

技術指針を策定し、システムとしての導入要件を整理する。

（２）地域自立システム化実証事業
１．事業性評価（ＦＳ）

• 具体的なバイオマスエネルギー事業を計画されている事業者を公募し、技術
指針･導入要件に合致する事業者の事業性評価（ＦＳ）を実施する。

２．地域自立システム化実証
• バイオマス種(木質系、湿潤系、都市型系、混合系等)ごとに、ＦＳにおいて

事業性があると評価できた事業の実証事業を実施する。

（３）地域自立システム化技術開発事業
• 事業性評価(ＦＳ)や実証事業の中に技術開発課題が抽出された場合、

必要に応じて要素技術開発を実施する。
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（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
（FY2014～FY2020)＜全体スケジュール＞ 地域自立

システム化
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（NEDO事業）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業
（FY2014～FY2020)＜成果活用のイメージ＞

地域自立
システム化

 目的

 健全なバイオマスエネルギー事業実施のためのガイドラインの策定

 国内で持続可能なバイオマス利用のあり方の検討

 方針

 経済的に成り立つ要件の明確化と具体的な事業モデルの提示

 個別の技術指針、対象地域が経済的に自立できるシステムと しての導入要件を策定
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その他（国際関係）

国際実証事業・ＩＥＡ活動

国際
関係
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■中国
・下水汚泥バイオマス混焼発電事業
（2010～2013FY(終了)）
・都市廃棄物高効率発電事業
（2010～2013FY(終了)）
・馬鈴薯澱粉残渣エタノール事業
（2011～201８FY（終了））

■インドネシア
・製糖工場におけるモラセスエタノール事業
（2011～2013FY（終了））

■マレーシア
・セメント工場バイオマス等利用モデル事業
（2011～2013FY(終了)）

■ベトナム
・産業廃棄物発電技術実証事業
（2012～2017FY(終了)）

日本の優れたエネルギー関連技術や産業技術を海外において実証することにより、
日本の技術の海外展開を促進、産業競争力を強化するとともに、実施国における
エネルギー・環境問題等の改善を図ることを目的として実施するもの。

■タイ
・キャッサバパルプからのバイオ
エタノール事業（2011～2015FY(終了)）

・酵素法によるバガスからのバイオ
エタノール事業（2011～2017FY(終了)）

・エタノール生産性向上を実現するための
モラセスからのエタノール連続発酵実証
研究（2018～2019FY）

■インド
・バイオガス発電によるエネル
ギー地産地消システム実証
事業（2018～2020FY（予定））

国際実証事業
国際
関係
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バイオガス発電によるエネルギー地産地消システム実証事業

＜助成事業の概要＞

(１) 事業者： アイシン精機株式会社

(２) 期 間： 2018～2020年度

(３) 内 容：

インドにおける畜ふんを含むバイオマスを原料にした、

バイオガス発電システムの有効性を検証する。

【実証前調査（FS）】（現在）

実証試験に進むため、「事業化評価委員会」の判断項目を

調査するとともに、特に、バイオガス発電システムの需要家

の購入可能価格及び希望価格等により、具体的な市場規模推定

を行う。

【実証試験】（今後）

購入可能価格を達成するための技術開発及び実証を行い、

メンテナンスコストを含めたトータルコストの最小化を図り

つつ、安定的かつ経済採算性を確保できるシステムを確立する。

国際
関係
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精製
メタンガス

バイオガス発電によるエネルギー地産地消
システム実証事業（アイシン精機株式会社）

バイオダイジェスター
（メタン発酵）

脱硫器

小型発電機
（1.5kw)

牛舎での照明や
送風ファンなど

デモサイトでの活用

牛糞
（バイオマス）

バイオガス

メタン発酵残渣

１

2

3

バイオガス

電力供給

肥料

１

2

3

調理用ガス

バイオガスシステム概念図

国際
関係
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ＩＥＡ バイオマス技術協力プログラム（ＴＣＰ）

への参加

●持続可能で、コスト競争力のある「バイオマスエナジー
の生産と使用」をめざすＴＣＰ。

●参加国の協力関係、情報交換を後押し。
●１９７８年に設立され、ＮＥＤＯは１９８７年より参加。

Australia、Austria、Belgium、Brazil、Canada、
Croatia、Denmark、Estonia、European Commission、
Finland、France、Germany、Ireland  Italy、Japan、
Korea、Netherlands、New Zealand、Norway、South 
Africa、Sweden、Switzerland、United Kingdom、USA

２３か国＋１団体等

http://www.ieabioenergy.com/http://www.iea.org/tcp/renewables/bioenergy/

国際
関係
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ＩＥＡにかかる主な活動

■Ｔａｓｋ ３２（燃焼・混焼）：バイオマス燃焼・混焼による発電・熱利用
にかかわる開発状況及び政策の情報を交換し、技術開発及び導入を促進する。
(参加国9か国）
前回のタスクミーティング：２０１9年6月＠オスロ

■Ｔａｓｋ ３９（液体バイオ燃料）：輸送用液体バイオ燃料（バイオエタノー
ル・バイオディーゼル、バイオジェット）の開発・促進のため、技術調査や情報
交換、政策や市場・インフラの調査などの活動を行う（参加国１6か国）
前回のタスクミーティング２０１9年5月＠イスプラ

■ＥｘＣｏ（Ｅｘｅｃｔｉｖｅ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ） 総会
年２回開催 前回は2019年5月末＠ユトレヒト

■ＩＥＡ アジアバイオマス ＷＳ
アジア地域でのバイオマス分野にかかる情報交換、ネットワーク構築等を目指す。
これらＷＳを通じて、ＩＥＡバイオマス技術協力プログラムへの加盟国の増加を
図る。 前回は２０１８年９月６日、７日＠東京

■Ｔａｓｋ ４０（バリューチェーン）：バイオマスを軸とした経済的に成立す
る効果的なバリューチェーンを開発、設計していくため、技術調査や情報交換、
政策や市場・インフラの調査などの活動を行う（参加国7か国）
前回のタスクミーティング２０１9年2月＠ストックホルム

国際
関係
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